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第３章 まとめ 
 
1.はじめに―伴走型支援の必要性 
 これまで日本における社会保障制度は「現金給付と現物給付」によって実施されてきた。
2019 年 12 月に公表された「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に

関する検討会 最終とりまとめ」では、「他の先進諸国同様に、人生において典型的と考え

られるリスクや課題を想定し、その解決を目的として、それぞれ現金給付や福祉サービス等

を含む現物給付を行うという基本的なアプローチの下で、公的な保障の量的な拡大と質的

な発展を実現してきた」との分析がなされている。 

「現金」や「現物」の給付が必要であることは言うまでもないが、それだけでは十分では

ない。すなわち人には「つながり」が必要なのである。いわゆる「日本型社会保障システム」

は、「長期安定雇用を条件とした男性稼ぎ主の所得保障と女性による家事・育児・介護労働

に基づく生活保障システム」とされるが、「企業」という「給付システム」と同時に「家族」

という「つながりのシステム」が一体的に機能していた。国が行う「社会保障（給付）」も

同様で、その傍らに「家族」という「つながりのシステム」が存在していることが前提とし

て考えられていた。この「つながり」は、単に「孤独を埋める」のみならず「ケア」を担う

仕組みであった。「ケア」は、「依存的な存在である成人または子どもの身体的かつ情緒的な

要求を、それが担われ、遂行される規範的・経済的・社会的枠組みのもとにおいて、満たす

ことに関わる行為と関係」（上野千鶴子『ケアの社会学』p.42）とされるが、この担い手の

最たるものが「家族」だったと言える。 

しかし、現状においては長期雇用慣行などが崩れ、企業が家族を支えるという「日本型社

会保障システム」が脆弱化した。にも拘わらず、「家族」を「つながり」や「ケア」の受け

皿とする社会的通念は残っており、さらに極端な「自己責任論」や「身内の責任論」が「家

族」に向けられ、結果「家族幻想」と言える状況の元、「つながり」に関して新しい手が打

てないまま今日に至っている。例えば年老いた親が長年ひきこもり状態にある子どもの面

倒を見続けるという、いわゆる「8050 問題」などは、「問題」と表せられるように、すでに

家族の限界を迎えている。このような事態の中で、「つながり」の仕組みの構築が必然とな

った。このような現状について上記「まとめ」では、「個人や世帯が抱える生きづらさやリ

スクが複雑化・多様化している。例えば、社会的孤立など関係性の貧困の社会課題化、ダブ

ルケアやいわゆる 8050 問題など複合的な課題や人生を通じて複雑化した課題の顕在化、就

職氷河期世代の就職困難など雇用を通じた生活保障の機能低下などの変化が見られている」

と述べられている。 

このような事態が進んでいた中で、コロナ禍が始まった。国は「現金給付」と「現物給付」

で対応し、これらが一定の効果を出していることは生活保護申請数が激増していないこと

からもわかる。（ただ、生活保護のスティグマ問題など他の要素も考慮しなければならない

が）しかし、それだけでは不十分であることは、すでに述べた。今後、「給付」をどのよう

に確保するかと同時に「つながり」や相談支援を核とした「ケア」の一体的な確保が重要に

なる。感染予防の観点からは、とかく「対面型」で実施することが多い対人援助の現場では、

いかにその課題を果たすかが問われる。コロナ状況においてＳＮＳが急速に普及し、オンラ

インの分野が拡充された。従来の「問題解決型」の支援においてもこれらＳＮＳの活用につ

いて検討すべきであるが、やはり最終的には面接や同行が必要になる場面となる。一方で

「社会的孤立」の解消、すなわち「つながり続けるアプローチである「伴走型支援」におい

ては、とにもかくにも「つながる」ことが重要であるため、これらＳＮＳを活用して「つな

がり続ける」ことを確保することは出来る。ソーシャルディスタンスが徹底され、不要不急

の外出を控える状況において、「つながり」をいかに確保するかは、大きな課題となってお

り、そこにおいて「伴走型支援」は、生活困窮者自立支援という領域を超えて「コロナ状況

下」や「ポストコロナ」の地域社会の在り方において重要な視座を与えるものだと言える。 
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なる。「自律」を応援する環境整備が「支援の両輪」の目指すものであり、社会保障の目的

だと言える。そのような本人の主体を中心にして支援を進めるという認識を「伴走する意識」

と言う。故に「教え」「指導する」のではなくすべては対話的に実施される。 

伴走型支援における専門職は、以下の三つが想定される。 

第一に孤立した人と「つながる」ことである。閉ざされた状態にある人と「つながる」た

めには、専門支援員は、そのための知識や技術を必要とする。何よりも重要であるのは、本

人とのつながりができるまで、「その時を待つ」ということである。伴走型支援の専門相談

員は「待つ人」でなければならないし、それが「伴走する意識」の本質であると言える。 

第二に「つなげる」ことである。「つながり」を抱え込まず、地域や他のキーパーソンへ

と「つながりを広げる」。伴走型支援における「つながり」は、「開かれたつながり」でなけ

ればならない。一方で、「つなぎ先」に問題がある場合や本人の同意がない場合には「つな

げない」という決断も必要となる。無責任な「投げ渡し」で終わってはならない。専門職は、

「支援者目線」のみならず「当事者目線」をもって支援を進める。 

第三に「もどし、つなぎ直す」である。地域へ「つなげた」後も、専門職は「緩やかな見

守り」を続ける。再び本人が問題を抱えた場合、それにともない「再孤立化」した場合、あ

るいは「つなぎ先」に問題が生じた場合には、早期に「もどし」、「つなぎ直し」を実施する。

このような「つなぎ」と「もどし」は伴走型支援の特徴であると言える。 

これまで「つながり」というものは、企業や地域、なによりも家族によって担われてきた。

しかし、不安定な雇用が増え、結果、家族が脆弱化する中で「つながり」自体が難しくなり

「社会的孤立」は深刻化した。伴走型支援は、脆弱化した「家族機能の回復」を目指す。し

かし、それはあくまで「機能の回復」であって「家族」を強化して、従来のように「すべて

を身内の責任にする」ということではない。「家族機能を社会化する」のが、伴走型支援が

目指す「地域共生社会」である。赤の他人が家族機能を担い合う地域を創造する。専門職は

「対個人」のみならず、そのような社会創造を含む「対社会」の働きを担う。 

最後に伴走型支援の「時間」の捉え方は非常に特徴的である。「問題解決型支援」は、「支

援開始から支援終結」という「限られた時間軸」で実施される。一方で「つながり続ける」

ことを目指す伴走型支援は、「人生という時間軸」を持つことになる。ゆえに伴走型支援は、

「共に生きる日常」の構築を目指すことになる。それは「ひとりにさせない地域共生社会の

創造」へと至る道だと言える故に、これは「社会活動」となる。 

以上が伴走型支援の要点となる。 

 

3.おわりに 
今回の研究事業では、今後地域共生社会を構築していく上で必要となる伴走型支援の基

礎的な資料と研修テキストを構築することが出来た。生活困窮者自立支援制度がそうであ

ったように伴走型支援は「全く新しい支援の形」を国が提示したものではなく、各支援現場

においてかねてから模索され、実践されてきたものであった。いわば現場が発想し、現場の

経験から構築された支援の形が伴走型支援であると言える。それゆえに定まった正論はな

く、今後も現場の知見を踏まえつつ、増強修正されていくものだと考える。 

よって、今回の成果物は、委員会に参加くださった先生方のご意見を踏まえつつ、現段階

における「伴走型支援」の形を明示したものである。 

 孤立化が進む社会の現実とコロナによる一層の「疎遠」状況が加わった中、今後本格始動

する「重層的支援体制整備事業（地域共生社会）」において実践される「伴走型支援」のエ

ビデンスを踏まえ、さらに良いものとなることを心から願っている。 

 最後に以下の図を紹介することにしたい。これは伴走型支援の要点を表したものである。

参考にしていただければ幸いである。 
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